社福評が生活困窮者の自立の支援及び生活保護法一部改正案に対する厚労省要請を実施

　自治労本部社会福祉評議会は、4月10日、厚生労働省へ生活困窮者の自立の支援及び生活保護法一部改正案に対する要請を行った。

　

　自治労からは、南部美智代・総合政治政策局長、平川則男・社会保障局長が参加した。

　厚労省　社会・援護局からは、古川夏樹・保護課長、熊木正人・地域福祉課生活困窮者自立支援室長らが対応した。

最初に、南部総合局長から要請書が手交され、「この間、自治労は、第２のセーフティネットの充実・安定に向けて要請を重ねてきたところであり、生活困窮者の自立支援に関する法案化にあたっては、現場からの期待も大きい。法案が審議されるよう求めるとともに、現場実態とかい離のない制度設計をお願いしたい。また、生活保護制度改革については、不正受給対策が必要ではあるものの、課題も多いと考えている」と、本要請の趣旨が説明された。続いて、平川局長から要請書に沿って要請内容が説明された。

これを受けて、熊木室長は「第2のセーフティネットが弱く、現場でもご苦労されていると認識している。全体として自治労の要請と方向性は合致している。現実可能かつ効果的な施策をしっかり講じていきたいと考えている」と述べた。

とりわけ、要請項目Ⅱ-１については、「生活保護の問題だけを解決すればいいという考えではなく、地域福祉ネットワークの強化や社会資源の強化に向けて、町づくりの観点まで視野を広げながら行っていただきたいと考えている。今後、モデル事業を行っていく予定であり、現在、実施に向けた要綱案を準備している。その中においても、自治体の保護部局だけではなく、各局協力体制を構築することついても明記しているところである」と述べた。

　

また、要請項目Ⅱ-２については、「法案を通常国会に提出しているが、国としては相談事業と住宅手当事業は福祉事務所設置自治体の必須の事業としたいと考えている。一方で、国庫負担割合を高めることで強い財政支援を行えるようにしていきたい。あわせて、交付税算定においても、単位費用や補正係数の整備をはかり、2015年度予算編成、交付税算定には間に合わせるように努力してまいりたい。2015年度の施行に向けて、今後ともしっかりご相談させてもらいたい」との回答を受けた。

　

古川課長からは、生活保護基準の見直しにふれ、「必要な時に必要な見直しを行うということは、基準を引き上げるべき時には上げるということにつながる。合理的に説明がつく範囲で見直しを行ってまいりたい。保護を必要とされている方が、意欲をもって立ち上がる際に、それを支援するメニューを盛り込んだ制度設計にしている。普通の努力をしていただく方を応援するというメッセージを込めたつもり。不正受給を看過することは生活保護制度そのものの信頼を失ってしまう。正当に受給している方が肩身の狭い思いをさせないよう、是正が必要な部分については適切な対応を行っていきたいと考えている」との回答を受けた。

　最後に、平川社会保障局長が、引き続きの協議を求めて要請を締めくくった。

＜別紙：要請書＞

2013年4月10日

厚生労働大臣

田村　憲久　様

全日本自治団体労働組合

　中央執行委員長　徳永　秀昭

生活困窮者の自立の支援及び生活保護法一部改正案に対する要請

国民生活の安定と福祉の向上に向けた取り組みに心から敬意を表します。

さて、政府におかれましては、生活困窮者支援と生活保護制度改革を盛り込んだ法案策定に向けて作業を進められていることと存じます。

自治労としましては、生活保護に至らないための「第２のセーフティネット」を充実・安定的に実施することが喫緊の課題であり、生活困窮者の自立の支援に関する法律案が期待されるとともに、制度設計にあたっても現場実態との乖離がないように慎重に進めることが必要です。一方、生活保護制度改革については、不正受給対策の強化が必要ではありますが、その実施体制については課題も多くあります。

このことから、以下の点について要請いたしますので、「生活困窮者の自立支援」と生活保護制度の改善に向け対応されるよう、要請いたします。

記

Ⅰ　生活保護基準の見直しについて

　生活保護基準は、最低限度の生活を保障するものであるため、その引き下げには、反対します。

Ⅱ　生活困窮者の自立の支援に関する法律案について

１．生活困窮者の自立の支援を行う地方自治体の実施体制については、生活困窮者支援を福祉事務所担当部局だけではなく、企画、財政、産業振興、就労支援、ライフライン部局など、地方自治体の総合力が発揮できる体制とするよう、検討すること。

２．支援体制の財源については、全ての生活困窮者への支援を明確にするために、実施体制は地方の実態にあわせつつも、人員配置など実施のための指針を明示した国の補助事業として実施すること。

３．支援体制とりわけパーソナルサポートを確保するために、実施主体である福祉事務所が、人的支援に関する実績のある社会福祉協議会、ＮＰＯ等と連携して必要な支援を提供できる予算措置を講じること。

４．相談援助を行う事業については、すでに地域包括支援センターや児童家庭相談、消費生活相談などの様々な相談部署があり、自治体の庁内連携で対応可能のところもあることから、先進的な自治体の実践を参考とした「モデル」を示すこと。

５．郡部福祉事務所や町村の福祉事務所については、地域にNPOなどが無い地域が存在することから、社会福祉協議会などや町村の関係部署との連携についても、しっかりと対応できるようにモデルを示すこと。

６．就労に向けた社会生活上の自立の促進のための訓練等を行う事業については、履歴書・職務経歴書記入、面接支援など、多様な事業を展開すること。

７．就職活動における物理的な援助については、面接に行く時の交通費、携帯電話の貸出費用、履歴書に貼附する写真・送料、床屋代などがあり、柔軟に支援・給付できる手当について検討すること。

８．居住の安定を確保し就職を容易にするための給付金については、恒久的な制度とすること。また、就職していても低賃金、不安定雇用のため住宅を確保できず、生活保護に頼らざる得ない実態があることから、離職要件の緩和の検討を行うこと。

９．生活困窮者の自立支援や求職者支援、貸付など、生活困窮者が活用できる情報に関しては、積極的に広報すること。

１０．都道府県知事による訓練等を行う事業の認定については、中間的就労が新たな貧困ビジネスにつながる懸念や、実施体制に向けた財源や人員が十分なのかという課題もあることから、都道府県の指導監督体制の構築と十分な財源を確保すること。

Ⅲ　生活保護法の一部を改正する法律案について

１．福祉事務所の調査権限の拡大については、福祉事務所の現場では急増する申請に対して申告指導の徹底や調査が追いつかない実態があるため、ケースワーカーの増員に向けて、交付税措置の改善のため、関係省庁に要請すること。

２．２９条調査の拡大については、雇用継続への影響が懸念されるため慎重に運用すること。

３．不正受給に係る返還金の保護費との相殺については、本人同意を徹底し、例外的なものとして扱うようにすること。

４．扶養義務の問題に関しては、扶養義務の調査自体が生活保護申請を委縮させ、ためらわせている現状があり、扶養義務を保護要件のごとくことさら強調し保護申請がスムーズにいかない実施機関もあることから、努力義務は削除すること。

５．医療扶助の適正化については、セカンドオピニオンを積極的に活用すること。また、ジェネリック医薬品の使用については、あくまで本人同意を前提とすること。

６．精神障害者の退院促進や地域での自立した生活ができるような環境の整備を推進するよう、更に検討を進めること。

７．受給者自らが健康管理を行うことの責務については、健康増進法で明記されており、生活保護法であえて明記する必要性は無いことから削除すること。また、福祉事務所に保健師を配置し、予防的な指導も必要。場合によっては、健康診断の無料化も検討すること。

